
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④社会的包摂の実現と 

「新しい公共」の推進 

 

■具体的な施策等 

 パーソナル・サポート・サービスの制度化に向けた取組 

 社会的排除のリスクの把握 

 「新しい公共支援事業」を通じた支援 

 ジャパン・プラットフォームによる被災地支援事業 

 地域コミュニティの再生支援 

 ソーシャルビジネス創出促進事業 

 多様な主体の協働による新たな地域づくり 
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パーソナル・サポート・サービスの制度化に向けた取組 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 内閣府 

節 （４）大震災の教訓を踏まえた国づくり 

項 ④社会的包摂の実現と「新しい公共」の推進 作成年月 

目 (ⅰ)ワンストップ型の相談や寄り添い支援に関する先導

的なモデルの構築 

平成 26 年 ４月 

これまでの取組み 

 

当面（今年度中）の取組み 

 

中・長期的（3 年程度）取組み 

 

期待される効果・達成すべき目標 

 

「平成 25 年度補正予算及び平成 26 年度予算における予算措置状況」 
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社会的排除のリスクの把握 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 内閣府 

節 （４）大震災の教訓を踏まえた国づくり 

項 ④社会的包摂の実現と「新しい公共」の推進 作成年月 

目 (ⅰ)  平成 26 年 ４月 

これまでの取組み 

 

当面（今年度中）の取組み 

  

中・長期的（3 年程度）取組み 

 

期待される効果・達成すべき目標 

 

「平成 25 年度補正予算及び平成 26 年度予算における予算措置状況」 
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「新しい公共支援事業」等を通じた支援 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 内閣府 

節 （４） 大震災の教訓を踏まえた国づくり 

項  ④ 社会的包摂の実現と「新しい公共」の推進 作成年月 

目 （ⅱ） 平成 26 年 4 月 

これまでの取組み 

○ ＮＰＯ等の民間非営利組織が主体となった東日本大震災の被災地の復興に向けた

取組や被災地の支援を推進するため、ＮＰＯ等の運営力強化に向けた取組に対する

支援を行った。 

・ 岩手県、宮城県、福島県が、中間支援組織等を通じた個別のＮＰＯ等の資金獲得やＮ

ＰＯ会計基準等の基礎的能力の向上を目的とした講習会等を実施した。 

・ 岩手県、宮城県、福島県において、ＮＰＯ等の運営力強化を図ることとする人材育成、

ネットワーク形成に係る先駆的な取組に対して支援を実施した。 

 

当面（今年度中）の取組み 

○ 引き続き、ＮＰＯ等の運営力強化に向けた取組に対する支援を行う。 

 

中・長期的（3 年程度）取組み 

○ 関係省庁において、ＮＰＯ等支援に係る必要な施策を適切に推進する。 

期待される効果・達成すべき目標 

○ 自立して活動できるＮＰＯ等による中・長期的な復興支援・被災者支援の継続を実

現。 

「平成 25 年度補正予算及び平成 26 年度予算における予算措置状況」 

平成 26 年度予算 

   246,857 千円【復興特会】 
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寄附税制の周知・活用促進と新認定制度の円滑な施行 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 内閣府 

節 （４）大震災の教訓を踏まえた国づくり 

項  ④社会的包摂の実現と「新しい公共」の推進 作成年月 

目 （ⅲ） 平成 26 年 4 月 

これまでの取組み 

平成 23 年の通常国会において、認定ＮＰＯ法人等に対する寄附金を税額控除の対象と

すること等の制度改正を内容とする平成２３年度分離改正税制改正法及び新認定制度

の導入等を内容とする改正特定非営利活動促進法が成立した（平成 24 年 4 月１日施

行）。これを受け、拡充された寄附税制の活用促進、新認定制度の円滑な施行のため、

平成 24 年度には、NPO ホームページ内で閲覧を可能としている「内閣府ＮＰＯ法人ポー

タルサイト」において、所轄庁の協力の下で、全国の特定非営利活動法人の基本情報や

定款・事業報告書等を一元的に集約する仕組みを整備したところ。またＮＰＯホームペー

ジについても市民へのよりわかりやすい情報提供を行うため、大幅に改修するなど、情

報発信の充実に努めているところ。平成25年度には、拡充された寄附税制の活用促進、

新認定制度の円滑な施行に向けて、自治体、ＮＰＯ法人向け等の説明会、意見交換会等

へ計 24 回出席した。 

当面（今年度中）の取組み 

引き続き、情報発信の強化に努めるとともに、拡充された寄附税制の活用促進、新認定

制度の円滑な施行に向けて、自治体、ＮＰＯ法人向け等の説明会、意見交換会等も密に

行いながらその更なる浸透を図る。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

新認定制度の活用促進を通して、認定ＮＰＯ法人等に対する寄附を促進することを通じ

て、市民活動への積極的な参画を促す。 

期待される効果・達成すべき目標 

ＮＰＯ等による自立した活動を促進する。 

「平成 25 年度補正予算及び平成 26 年度予算における予算措置状況」 

平成２６年度予算 87,884（千円）の内数【一般会計】 
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ジャパン・プラットフォームによる被災地支援事業 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 外務省 

節 （４）大震災の教訓を踏まえた国づくり 

項 ④社会的包摂の実現と「新しい公共」の推進 作成年月 

目 （ⅱ）ＮＰＯ、国際協力分野のＮＧＯ、地元企業、地縁

組織等の多様な主体が主導する「新しい公共」による

被災地域の復興を促進する 

平成 26 年 4 月 

これまでの取組み 

（１） 震災発生以降、ジャパン・プラットフォーム（ＪＰＦ）は被災地のニーズに応える支援を

積極的に展開し、民間から寄せられた約 71 億円の寄附金のうち、これまでに約 62

億円を活用して、被災地の復興への歩みを支える重要な役割を担ってきた（計 226

事業を実施）。 

（２） 平成 25 年度は、ＪＰＦ加盟のＮＧＯやその他ＮＰＯによる支援活動として計 82 事業を

実施し、合計約 7.5 億円を被災地に投じた（なお、非加盟のＮＧＯ／ＮＰＯには「共に

生きるファンド」で事業申請を受け付けており、平成 25年度は約 3.8億円規模の事業

（計 72 事業）を実施した。）（平成 25 年度における予算計上はなし。） 

当面（今年度中）の取組み 

仮設住宅からの転居や地域再生に向けた動きが本格化する中、平成 26年度は、ＪＰＦ

として、生業支援、コミュニティ支援、セーフティネット支援、コーディネーション・サポート

を重点分野として、ＮＧＯの強みや特徴を生かしたきめ細かい支援活動への助成を展開

する。また、特に被災地内にあるＮＧＯ／ＮＰＯ等の運営体制強化、支援者同士の連携

調整強化をサポートし、被災地における持続的な復興の土壌づくりに貢献する。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

ＪＰＦとして、被災地におけるＮＧＯに対する支援ニーズ、ＪＰＦとしての役割、ＪＰＦに対

する民間からの寄附動向等も見定めつつ、今後 2 年間、被災地支援活動に従事すること

で、被災地の迅速かつ包括的な復興に貢献していく。福島への支援については、さらな

る長期的な支援を検討する。 

期待される効果・達成すべき目標 

ＪＰＦとして、民間から寄せられた寄附金（約 71 億円）を迅速に被災地の支援に投じ、

被災地の復興に寄与する。 

平成 24 年度補正予算及び平成 26 年度予算における予算措置状況 

復興を主目的とするＮＧＯ／ＮＧＯ支援に対する特別な予算措置はなし。 
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地域コミュニティの再生支援 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 厚生労働省 

節 （４）大震災の教訓を踏まえた国づくり 

項 ④社会的包摂の実現と「新しい公共」の推進 作成年月 

目 (ⅰ) ワンストップ型の相談に取り組む 平成 26 年 4 月 

これまでの取組み 

○ 平成 24 年３月 11 日から、震災に起因する生活上の悩みをはじめ、生活困窮者、ＤＶ

被害者など社会的な繋がりが希薄な方々の相談先として、24 時間 365 日無料の電話

相談窓口を設置するとともに、必要に応じ、面接相談や同行支援を行い、具体的な解

決に繋げる寄り添い型相談支援事業を実施。 

○ 被災地専用ダイヤルを設け、被災者からの相談を優先して実施。 

 

当面（今年度中）の取組み 

○ 被災３県の事業全体を統括するために、中央センターを設置するとともに、被災３県

に地域センターを設置し、相談者からの具体的な問題解決にむけた支援等を実施。 

 

中・長期的（3 年程度）取組み 

○ 震災に伴う様々な影響により、多様な問題を抱える人が、いつでもどこでも相談で

き、適切な支援を迅速に受けられるための拠り所として、ワンストップ型の相談支援体

制を整備する。 

 

 

期待される効果・達成すべき目標 

○ 被災者に対するワンストップ型の電話相談を通して、声を出しにくい人々にも配慮し、

誰をも排除しない包摂型の社会づくりを行っていくことは、被災者の心の支えとなり、被災

地の復興につながるものである 

「平成 25 年度補正予算及び平成 26 年度予算における予算措置状況」 

（平成 26 年度予算：５億円）【復興特会】 
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ソーシャルビジネス創出促進事業 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 経済産業省 

節 （４）大震災の教訓を踏まえた国づくり 

項 ④社会的包摂の実現と「新しい公共」の推進 作成年月 

目 （ⅱ）「新しい公共」の担い手が被災地で取り組む支

援拠点の整備、まちづくり支援などに対し、「新しい公

共支援事業」等を通じた支援を行うとともに、「新しい

公共」推進会議の提案を踏まえた取組みを推進する

ことにより、ＮＰＯ、国際協力分野のＮＧＯ、地元企

業、地縁組織等の多様な主体が主導する「新しい公

共」による被災地域の復興を促進する。 

平成 26 年 5 月 

これまでの取組み 

平成２５年度「東日本大震災復興ソーシャルビジネス創出促進事業費補助金」において、

被災地支援に貢献するソーシャルビジネス・コミュニティビジネスの育成を支援。 

 

当面（今年度中）の取組み 

平成２６年度は、平成２５年度「行政事業レビュー「公開プロセス」」の指摘（結論）を踏ま

え、本補助事業で行う社会的課題の早期解決に向けた被災対象地域及び社会的課題の

絞り込みを行い「被災地の社会的課題解決事業支援補助金」に名称変更をし、社会的課

題解決を行う事業者支援を通じて、被災地の早期の復興を図る。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

引き続き、被災地の早期復興及び地域経済の活性化を図るため、絞り込みを行った被災

対象地域及び社会的課題の解決を図る社会的課題解決事業の創出や事業基盤の強化

を推進する。また、被災地をはじめとする地域の自治体、事業者、関係機関等が社会的

課題解決事業による復興・振興に関する理解及び情報を把握し、一般市民や社会的課

題解決を行う事業者等に普及啓発や関係者・社会的課題解決事業者等の交流促進を図

り関係者のネットワーク・事業基盤の強化を推進する。 

期待される効果・達成すべき目標 

本補助事業実施により、震災復興に資する事業が新たに展開（復興集中期間に８００件

程度（※））されることで、被災地の雇用の確保等を促進が図られ、震災からの早期の復

興や被災地の地域経済の活性化等に貢献する。 

（※）本補助事業の実施初年度（平成２４年度）において、新事業創出数を１０００件／５

年間と提示。 

平成２４年度補正予算及び平成２５年度予算における予算措置状況 

被災地の社会的課題解決事業支援補助金 １．２億円【復興特会】 
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多様な主体の協働による新たな地域づくり 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 

国土交通省 節 （１）災害に強い地域づくり 

（４）大震災の教訓を踏まえた国づくり 

項 （１）⑤市町村の計画策定に対する人的支援、復興事
業の担い手等 

（４）④社会的包摂の実現と「新しい公共」の推進 

作成年月 

目 （１）⑤(ⅲ) 
（４）④(ⅱ)  

平成 26 年 4 月 

これまでの取組み 

○ 地域づくり活動の担い手が、資金や資源を自ら調達して、自立的・持続的にコミュニ

ティ活動を行うことを支えるため、東日本大震災の復興・再生に係る支援も含め、地域

づくり活動の担い手に対する資金的支援または非資金的支援を担う実証的な取り組

みの支援などにより、地域づくりを促進してきたところ。 

○ 平成２４、２５年度は、地域づくり活動の担い手を支援する中間支援組織に対して、国

が支援することにより、雇用の創出等、復興支援につながる活動を促進した。 

当面（今年度中）の取組み 

○ 地方公共団体、地域金融機関、NPO 等で構成される地域づくり活動支援体制構築に

対する支援を行うことで、多様な主体による事業型の地域づくり活動を推進し、被災地

を含め地方部における地域の活性化を図る。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

○ 被災地を含め、地域づくり活動支援体制構築に対し支援を行い、多様な主体による

事業型の地域づくり活動を推進し、被災地を含め地方部における地域の活性化を行

う。同時に、地域づくり活動支援体制どうしが連携できる全国ネットワークを立ち上げ、

地域づくり活動を重層的に支える環境を整備する。 

期待される効果・達成すべき目標 

○ 地方における地域資源を活かした多様な主体による新たな地域ビジネス等が創出さ

れ、地域の活性化が図られる。 

平成 25 年度補正予算及び平成 26 年度予算における予算措置状況 

・多様な主体の連携による地方部の地域づくり推進経費 45 百万円 
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